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はじめに

TPPは大筋合意を迎えた．政府では関連政策大綱を策定
し，農林水産業については「農政新時代」と題して，生産者
の不安を払拭し，成長産業化に取り組む生産者がその力を最
大限発揮できるよう支援するため施策を打ち出した．
一方，わが国農業は，TPP合意にかかわらず，さまざま

な課題に直面している．担い手，人手不足が深刻化している
ほか，地球温暖化による異常気象の頻発など生産者はこれま
で経験のない環境変化などにもさらされている．
こうした現場の課題を解決するとともに，生産性の向上，

差別化などを図り国際競争力を高めるため，生産現場にイノ
ベーションを起こすことが求められている．そのイノベー
ションを起こす種を供給し，戦う武器を提供するのが，農業
研究とその技術政策の使命である．本稿では，生産現場の新
たな動きやニーズからスタートして，生産現場のイノベー
ションにつながる研究を目指してわれわれが最近進めている
取り組みなどを紹介し，読者の皆さんと一緒に現場に役立つ
研究を進めるにはどうすべきかを考えてみたい．

変わる農業現場の課題

ここ数年を振り返ると農業を巡る情勢や農政課題は大き
く変化してきている．こうした変化に伴い，現場にとって必
要な研究課題も変化してきている．
生産サイドの課題としては，担い手・人手の不足が深刻

化している．農業従事者の平均年齢は66.8歳に達し，65歳
以上の割合は6割と人手不足は深刻化している．省力化を図
るとともに，若者など新たな人材が農業にチャレンジできる
環境づくりは重要な課題となっている．一方で，収量などを
見ると，ここ数年横ばいの品目も多いほか，高温障害など新
たな不安定要素が課題となっている品目も見られている．
需要サイドで見ると，食の外部化が進む中で，外食や中

食など業務用の需要のシェアが増大している．たとえば，野
菜では6割近くを加工・業務用が占める．国内産地は，いず
れの品目も家計消費用向けの生産・出荷を主な仕向先とする

場合が多く，加工・業務用需要に対応したマーケットイン型
の生産を展開することが重要となっている．
また，農業の成長産業化に向けてさまざまな新たなアプ

ローチが始まっている．平成25年12月に公表した農林水産
業・地域の活力創造プランは，こうした新たな政策の枠組み
を示すものとなっている．①輸出等による需要フロンティア
の拡大，②6次産業化（1次産業としての農林漁業と，2次産
業としての製造業，3次産業としての小売業等の事業との総
合的・一体的な推進を図り，地域資源を活用した新たな付加
価値を生み出す取組）等による需要と供給をつなぐ付加価値
向上のための連鎖（バリューチェーン）の構築，③農地中間
管理機構（農地の貸し手と借り手をつなぐ農地の中間的な受
け皿となって，農業経営者による農地利用の集約化を促進す
る機関）の活用等が示されている．輸出をはじめとした新た
な取り組みを進める中で，鮮度・品質保持技術，相手国の基
準に対応した防除技術など新たな技術課題が生まれている．
こうした変化は読者の皆さんにどこまで知られているで

あろうか．農業を巡る情勢や農政課題の変化，これに伴う研
究ニーズの変化などを研究関係の皆さんと共有していくこと
が重要となっている．

農業研究に対する現場のニーズ

生産現場などの農業研究に対するニーズを具体的に見て
みたい．農林水産省では，都道府県や研究法人などを通じて

生産現場のイノベーションに向けた研究開発のあり方について

安岡澄人
農林水産省大臣官房研究調整官（技術政策担当）

図1 ■ 生産現場からの技術的課題の技術分野別の内訳
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生産現場のニーズ・問題を毎年収集しており，今年からこう
して収集した技術的課題を公表している．
平成27年度には446件のニーズ・問題が寄せられており，

そのうち公表に同意した391課題を公表した．その技術分野
別の内訳を図1に示す．栽培技術や防除技術に関するものが
半数近くの44％を占めており，生産現場は，栽培や病害虫
被害など今も生産の基礎的な技術課題に直面していることが
わかる．
具体的には，①栽培技術については，温暖化などにより

増加している高温による稲の白未熟粒や果実の内部障害など
の問題，②防除技術については，ジャガイモシロシストセン
チュウなどの新規重要病害虫，いもち病，アザミウマ類など
の薬剤抵抗性病害虫，気候変動などの要因により発生が増加
したり優占種の変化が確認されている病害虫などのほか，飼
料用米の生産拡大に伴う病害虫管理などに関する問題が挙げ
られており，生産現場の環境変化の中で新たな問題が誘起さ
れる現状が示されている．
ホームページには391件の課題がすべて掲載されてい
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農政新時代を切り拓く技術の現在と未来

皆さん，はじめまして．農林水産省で農林水産分野の技
術行政の統括をしております，西郷と申します．「技術行
政」という言葉はなじみがないかもしれません．農林水産
省は国民への安全・安心な食料の安定供給，わが国の農林
水産業の振興と農山漁村の発展を使命としてさまざまな施
策を行っていますが，その企画立案や実施をしていくうえ
で「技術」は重要な役割を果たしています．
たとえば，農作物にある病気が発生したとして，どのよ
うな緊急の防疫措置をどの範囲で行ったらよいか，感染経
路の特定や将来の根絶のための研究開発をどうするかな
ど，さまざまな意思決定と施策の実行の場面において，科
学的な知見とその体系からなる「技術」は最も重要な要素
です．法律や制度だけでなく，「技術」もまた行政の中心
なのです．
今，農林水産行政は大きな節目を迎えています．昨年，
TPP協定交渉が大筋合意され，本年2月にわが国を含む参
加各国が協定に署名を行いました．新たな国際環境の下で
も，これまで以上に消費者の方々に国産の農林水産物を楽
しんでいただき，それを支える生産者の方々が自らのもつ
可能性と潜在力を十分に発揮していただけるような環境を
早急に整えなければなりません．
まさに「農政新時代」が求められているのです．必要な
のは，生産者の方々や各産地がそれぞれの強みを活かした
創意工夫を行うことによるイノベーションの促進です．
わが国の農林水産物の高い品質は今や世界が認めるとこ
ろです．このジャパン・ブランドを次のステージにもって
いくため，これまでにない新たな色，香り，食感などをも
つ全く新たな価値や需要を創出するブランド品種を生み出
していきます．最新の育種手法も活用する必要がありま
す．急速に進んだゲノム解析の成果を活用し，ピンポイン
トで遺伝子を操作する「ゲノム編集」に世界が注目してい
ます．わが国もアメリカ，ヨーロッパ，中国に負けてはい
られません．
生産現場では高齢化により労働力不足が顕在化していま
す．この対応は急務ですが，ロボットやICTなどの最新
技術がこれを救ってくれる可能性をもっています．のみな
らず，農林水産業の姿が全く新らしくなる可能性ももって

います．最新鋭のセンサー技術，素材，光源等を使って生
育を最適に制御する植物工場は施設園芸の姿を変えまし
た．経験や腕力がない者でも精度の高い作業ができるアシ
スト機能が付いた作業用機械、ほ場のセンシング情報に基
づく無駄のない栽培管理，生産・流通・販売の双方向の情
報発信・共有による新たな流通・消費ビジネスの拡大な
ど，水田・畑で行う農業の姿も技術が大きく変えつつあり
ます．
わが国の農林水産業の持続性の確保も重要な課題です．

食の安全では，有害化学物質や有害微生物による食品の汚
染を防止・低減する技術や動物疾病・植物病害虫の検査
法，まん延防止技術の開発など，行政施策・措置の検討・
判断に利用できる科学的知見を得るための研究が重要性を
増しています．地球温暖化の影響を最小限にする適応策の
ための研究開発も早急に充実・強化していかなければなり
ません．
これまで農林水産業とは縁の薄かった民間企業や大学の

学科も農林水産業に注目して，研究開発に参入してきてい
ます．農学，林学，水産学だけが農林水産業，食品産業の
未来を支える時代ではありません．今まで他分野のものだ
と思っていた知見が，農林水産分野の現場で続々と花開
き，実を結んでおり，未来を創出しているのです．
農芸化学は裾野の広い学問です．本来から生物学，理
学，工学など他分野との融合の下で発達する実学として，
社会の発展に貢献してきた学問だと思います．「農政新時
代」において，われわれの期待するところ大なのです．
今般，「化学と生物」の編集委員会のご好意により，農

林水産業・食品産業と技術行政の現状と今後の展望につい
て，「農政新時代を切り拓く技術の現在と未来」として，
シリーズでご紹介させていただく機会をいただきました．
今月を皮切りに，第一線で活躍するわが省の技術行政官が
毎回登場いたします．われわれの取り組みや考えを皆様と
共有し，読者の皆様とともに社会の発展に貢献していく，
新たな幕開けになれば，この上ない喜びです．
（ 西郷正道，農林水産省大臣官房技術総括審議官 兼 農
林水産技術会議事務局長）
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る(1)．現場の直面する課題の一端を示すものであり，是非今
後の研究課題を考える参考としていただきたい．

現場ニーズに対応した研究の推進

それでは，農林水産省では，生産現場のイノベーション
の実現に向けて，最近どのような取り組みを行っているかと
いう話に移りたい．
まずは，現場ニーズに対応した研究を進めるための取り

組みである．
現場ニーズは研究課題を考える原点であり，各都道府県

や各研究機関，研究者でそれぞれ収集している．それぞれが
集める努力をするだけではなく，全国でシェアして，我が国
の研究勢力全体で対応することが理想である．このため，前
述したように，今年からニーズを収集して公表し，全国の研
究者で協力して研究課題化（プロジェクト形成，課題の優先
採択など）や現場に対する助言解決などを進め，毎年対応状
況を公表する取り組みをスタートした．図2に示すように，
このサイクルを「見える化」して回し，現場の課題を着実に
一つずつ解決していく仕組みにしたいと考えている．
このほか，国の研究開発法人（農研機構）では，生産者

の声を直接反映させるため，各地域研究センターに農業者に
よるアドバイザリーボードを設置するとともに，ニーズと研

究を結びつける産学連携室を設置するなどしている．

現場実証型の研究

また，さまざまな研究成果が得られているが，優れた研
究成果であっても必ずしも現場に普及するとは限らないのが
実状である．研究成果の現場へのイノベーションにつながる
「打率」を上げることは非常に重要な課題となっている．
こうした観点から，近年，農林水産省では，従来型の研

究開発プロジェクトに加えて，技術の実用化や普及を進める
ため，実証研究型のプロジェクトをスタートしている．一例
としては，平成25年度補正予算でスタートした「攻めの農
林水産業の実現に向けた革新的技術緊急展開事業」がある．
最新の研究成果を生産現場で実際に導入して革新的な生産体
系を実証するプロジェクトで，先進的な農業者・農業生産法
人の参画を得つつ，産官学が連携するなどして全国で66の
コンソーシアムで実証研究が行われた．
技術体系の現場実証を通じて，生産者が実際に使えるよ

う技術改良やマニュアル作成などを行うほか，技術の効果な
どを農業生産の現場で実証することで技術の普及にも役立つ
ことが期待されている(2)．

図2 ■ 現場ニーズに対応した研究開発の推進（スキーム）

日
本
農
芸
化
学
会

●
化
学
と
生
物
　



525化学と生物 Vol. 54, No. 7, 2016

マーケットイン型の研究（「強み」のある農
産物づくり）

このほか，現場のイノベーションにつながるよう研究の
「打率」を上げる手段としては，実需者などのユーザーを研
究や育種の段階から巻き込んだマーケットイン型の研究開発
も重要である．
農林水産省では，こうした考え方を基に，「新品種・新技

術の開発・保護・普及の方針」を平成25年12月に公表して
いる(3)．品目別の強みのある農産物づくりの戦略を示すとと
もに，実需者，生産者と育種・開発段階から参画を得て，新
品種・新技術を活用して実需者と連携して「強み」のある農
産物を生み出すスキームを打ち出した．
この考え方を体現している例が，超強力小麦の「ゆめち

から」である．ゆめちからがデビューする前，パン用需要の
小麦の国産比率は3％に過ぎなかった（平成21年）．国産で
はパン用小麦が難しいと考えられていた時期にパン用需要を
念頭に「ゆめちから」は育種された．品種を世に出す以前か
ら，生産者の協力を得て現地試験を行い，製粉業者，パン製
造メーカーが研究機関と一体となって加工適性評価を実施
し，これまでの国産秋まき小麦にないパン適性・縞萎縮病抵
抗性に優れた小麦品種はデビューした．製パン企業と連携し
たマーケッティングにより「ゆめちから」は一つのブランド
となり，今やパンの世界では「ゆめちから」の使用は普通に
なりつつある．「ゆめちから」の面積は1万haを超えて拡大
している．
こうした需要を起点とした取り組みは，産業界の研究で

は当然のことであろう．しかし，農業の世界では，研究開
発，生産・製品化，販売などのプロセスが別々の者により担
われるがゆえに，戦略が共有されず，残念ながら研究開発が
現場のイノベーションに直結しないケースもあるのではない
か．このため，各段階の主体が連携して研究開発段階から戦
略的に取り組むアプローチは重要であろう．（このために農
林水産省で現在推進している新たな連携の仕組みである「知
の集積と活用の場」について，本シリーズにおいて近々にご
紹介したい．）

ロボットやICTを活用した新たな農業（ス
マート農業）の展開

また，今後，生産現場に新たなイノベーションを起こす
ためには，異分野の技術を農業に応用することも重要であ
る．特に，わが国の強みであるロボット技術やICTは，人
手不足が深刻化している農業の現場にこれまでにない省力
化・自動化を実現する可能性があるほか，IoTやAIなどの
技術は従来技術だけでは足踏みしている生産性について飛躍
的に向上させる可能性も期待されている．
農林水産省では，平成25年11月からロボットやICT企

業，大学，生産者などの参画を得て「スマート農業の実現に
向けた研究会」を開催し，スマート農業の将来像や推進方策
などを検討することで，推進方向を定め，新たな施策を展開
してきた．
当初は，ロボットやICTが農業現場で何ができるのか自

体が明確でなかったため，どのような農業が展開できるかを
将来像として整理した．5つの方向性として整理し，①GPS
自動走行システムなどによる農機の夜間走行・複数走行・自
動走行などでの超省力・大規模生産の実現，②センシング技
術や過去のデータなどに基づくきめ細かな栽培により作物の
ポテンシャルを最大限発揮し多収・高品質の実現，③アシス
トスーツなどのロボット技術によるきつい作業，危険な作業
からの解放，④農機のアシスト装置やICTによる匠の技の
データ化などにより経験の浅い者でも作業が可能になるなど
誰でも取り組みやすい農業の実現，⑤クラウドシステムによ
る生産情報の実需者や消費者への提供，として整理した(4)．
研究開発や導入実証などの施策を展開しており，農機の

運転アシスト装置をはじめとしてさまざまなロボットが開発
され，現場導入なども進んでいる．
こうした中で読者の皆さんに特にお話をしたいのが，農

業×ICTの取り組みである．ほかの産業分野ではAI, IoTな
どが次の生産性向上の鍵として具体化しつつある．農業分野
でも，施設園芸での複合環境制御など進んでいる分野もある
ものの，まだまだ取り組みは緒に着いたところである．メタ
ボローム解析などの新たな解析手法は従来にない新品種の開
発やそのスピードアップを可能にするほか，作物，土壌や環
境のセンシングデータなどを活用して作物のポテンシャルを
もっと引き出す生産管理手法や環境変化に強い生産管理手法
を生み出すことなども期待される．AIやデータサイエンス
などをこれまでの農業関係の研究蓄積と融合させることで新
たなイノベーションが生まれることを期待したい．

おわりに

生産現場のイノベーションというテーマの下で，生産現
場や農政の変化に伴う研究ニーズの変化，新たな技術開発・
技術施策など，新たな取り組みを中心に説明してきた．雑多
な紹介となった感はあるが，わが国農業の生産現場のイノ
ベーションを実現するために何をすべきか，皆さんが少しで
も考える機会になれれば幸いである．
本誌の読者には，農業の生産現場とは距離のある研究に

取り組んでいる方も多いかもしれない．しかし，現場に近い
改良や実証などの実用化研究だけでは大きなイノベーション
は生まれない．現場から距離があっても次のイノベーション
の種を生み出す基礎的研究も重要であることは言うまでもな
い．ただし，その場合であっても，現場へのつながりを失
い，「研究のための研究」となることなく，現場のニーズを
知り現場のイノベーションにつながるロードマップをもって
取り組むことが重要だと考える．
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私は，原発事故以来，農業分野の放射性物質対策に携
わってきた．その際，本誌の読者となる分野の多くの研究者
の協力によってさまざまな実態や知見が明らかになり対策に
つながった．研究成果が現場の課題解決に直結した事例で
あったと考えている．今回お話ししたとおり，現場はさまざ
まな課題に直面している．現場の課題を共有しつつ，今後と
も読者の方々の協力を得て，一つずつ課題解決やイノベー
ションの創出につなげていきたい．
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